
公共部門の生産性向上のための新たな
アプローチ

www.pwc.com/jp

優先順位付け、測定、整合化による
公共部門の生産性の向上





目次

要旨	 		 	 4

生産性に関する現在の議論の背景	 		 	 5

予算が公共部門の生産性向上に与える影響	 		 	 6

現在の生産性プログラムの完成	 		 	 9

行動の機会	 11
	 優先順位付け		 	 	
	 測定
	 整合化

生産性が全てではない。しかし、
長い目で見れば、全てであると	
いってよい。	
Paul Krugman
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要旨

どの業界も生産性に関する独自
の見解を持っているが、公共部門と
民間部門の見解には特に大きな隔た
りがある。端的にいえば、公共部門
は、民間部門で用いられている株主
還元指標を採用したり、自らのた
めに内部でアナリスト、アドバイ	
ザー、コメンテーターなどを利用し
たりすることができない。

しかし、だからといって公共部
門の官僚が生産性について理解する
必要がない、というわけではない。
確かに、生産性という言葉は一般的
な用語であり、有効性、効率性、成
果、評価などといったフレーズとと
もに頻繁に使用されている。しか
し、公共部門の生産性を測定する一
般に認められた方法が存在しないと
いう事実が問題を複雑にしている。
そのため、公共部門における生産性
とは解決不可能な問題である、また
は国有企業など商業的属性を帯びた
公的組織でなければ問題にする意味
がない、などといった主張もなされ
るほどである。公共部門の生産性に
関する文献を調べる者は誰でも、こ
の主張がもっともであることを認め
ざるを得ない。

	
	
	
	
	
	
	

本書では、公共部門の生産性に関す
るこれまでの取り組みの原動力と経
緯について考察し、また以下の三つ
の質問に焦点を当てることによっ
て、公共部門においても生産性は大
きな意味を持つものになる、とこれ
までの否定的な見解を覆す主張をし
ている。

•	 政府のプログラムや活動を戦略
的に優先順位付けするに当た
り、集団的アプローチを適用し
た場合、公共部門内の各省庁が
果たすべき責任の多様性に対応
することは可能だろうか。

•	 公共部門の生産性を判断する手
段として、実際に何を測定すれ
ばよいのだろうか。または、
今後研究を行うべき領域だろ	
うか。

•	 構想と戦略を改善し、生産性の
向上へとつなげ、理想的な成果
を得られるような実施計画を作
成するにはどうすべきか？

これらの質問は、サービスの需要
と供給に関するものであっても、付
加価値活動を最も重視するという観
点からのものであっても、または単
純に計画を実行するという観点から
のものであっても、公共部門の生産
性に対処する方法を提供する。

「生産性」は、公共部門に
おいても産業界において
も、長期間にわたり議論さ
れてきたテーマである。	
「生産性」とは、多くの場
合、ある活動の有効性と効
率性の向上を意味する。

しかし、現実ははるかに複
雑である。オーストラリア
においては、セクターによっ
て生産性の解釈が全く異な
るため、公共部門が生産性
の向上について議論する場
合に基礎となる原則と、民
間部門における同問題の扱
い方との間には、ほとんど
関連性がないといえる。
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生産性に関する現在の	
議論の背景

国家の生産性に関する議論におい
て、政府の生産性は見落とされがち
である。これまで、生産性に関する
議論や分析では、商品やサービスが
取引され、金銭的な評価が容易であ
る「市場部門」に焦点が当てられて
きた。対照的に、行政サービスにお
けるアウトプット（活動量）は、そ
の性格上、成果を測定したり、評価
したりするのが困難である1。行政	
サービスの「成果（目標達成度）」
を測定するのが困難であれば、この
分野における生産性の評価も現実的
に難しいということになる2。

こうした課題はあるものの、オー
ストラリアの経済と社会に対する行
政サービスの貢献度を考慮すると、
この分野における生産性を軽視する
ことはできない。実際、オーストラ
リア統計局（ABS）によると、公務
員の数は180万を超えており、これ
は全就業者の16％以上に相当すると
のことである。2011年から2012年
の公務員の賃金は、合計で1,280億米
ドルを上回っている3。	

通常、公共部門の生産性は、互い
に関連する三つの要因によって決定
される。
• コスト基盤の縮小	 –	 厳しい財政状
況に対応した低コストの追求。

• 公共部門の近代化	 –	 政府機構を変
革し、その結果として公共サービ
スを再構築するための試み。

• サービスの提供方法の改善	 –	 より	
効率的かつ効果的にサービスを提
供することにより、市民のために
成果を改善する。

こうした取り組みは、望ましい成果
を達成できない場合が多いが、その
理由は次のようなものである。
• 優先順位付け	 –	 サービスの提供に
おいてもはや意味を持たない活動
の実施と定着化にどう対処すべき
かを厳しく検討することが、戦略
的レベルで重視されていない。

• 測定	 –	 市場分野（財やサービスが	
有償で取引される場）とは異な
り、生産性指標の開発が不十分で
ある。このため活動、機能、また
はプログラムがもたらす結果を明
確に理解することなく、単に上層
部の成果を応用している。

• 整合化	 –	 財政環境を問わず、戦略
を実行に結びつける能力が限られ
ており、その結果、リスク回避的
風土、大規模な改革を推進するこ
とに対する抵抗感、政策レベルに
おける、また地域社会における期
待の不充足をもたらしている。

1.	 「市場部門」に含まれない政府の活動として、「行政・公安」、「'教育・訓練」および「医療・社会扶助」がある。

2.	 例えば、政策部門では、単に立案した政策の数を重視すれば、政策の質が無視される。よって取引可能な価値がない場合は、有効なアウトプットを測定する一貫した指標を持ち得ない。

3.	 ABS	6248.0.55.002	－Employment	and	Earnings,	Public	Sector,	Australia,	2011-12（公務員の大部分は、行政・公安、教育・訓練、医療・社会扶助などの非市場部門に属する）
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予算が公共部門の生産性
向上に与える影響

公共部門の生産性を理解する
にあたっては、まず政府支出
から始めるのが通例となって
いる。

「コスト」に注目することも
（特に財政困難時には）重要
だが、「生産性」とは、サー
ビス提供の成果に対するイン
プットを最適化する方法を理
解することである。

オーストラリアでは、2000年代
以降、あらゆるセクターで生産性が
低下しているため、生産性が課題と
なっていることは周知の事実であ	
る4。公共部門における生産性の問題
は目新しいものではないが、公共部
門における「生産性」を理解するに
は、税制改革、労働力参加率、生活
保護の規模と配賦にかかわる議論な
ど、GDP生産性を左右する可能性の
ある国家的問題を避けて通ることは
できない場合がほとんどである。純

粋に政府の見地から考えると、予算
上の課題を克服するには、支出を重
視せざるを得ない。

1990年代から2000年代にかけ、
オーストラリア政府は、資産売却と
税収増により、財政再建を達成し
た。世界金融危機（Global	 Financial	
Crisis,	 GFC）前の数年間に、商品価
格の急激な上昇により、資源および
資源関連企業の収益および賃金が急
激に押し上げられた。これが、資産
価格の大幅な上昇、キャピタルゲ

4.	 例えば、‘Australia’s	Productivity	Performance	and	Real	Incomes’（2012年6月、オーストラリア準備銀行）などを参照のこと。

図1：プライマリーバランス：オーストラリア連邦および州／準州政府、対GDP比（％）

-0.07

20
01
-02

20
05
-06

20
09
-10

20
13
-14

20
17
-18

20
21
-22

20
25
-26

20
29
-30

20
33
-34

20
37
-38

20
41
-42

20
45
-46

20
49
-50

-0.06

-0.05

-0.04

-0.03

-0.02

-0.01

0

0.01

0.02

0.03

0.04
州 連邦

出典：PwC	analysis	

注：プライマリーバランスは、金利取引を除いた、収入と支出の差として定義される。このチャートは、正式な予算の将来見積もり（利用可能な場合）に基づいて作成されている。

従って、予算においてどの程度の増収および支出増が見込まれているかに依存する。また、生産性は毎年安定的に1.5％改善するという仮定に基づいている。
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イン税制の完成、家計消費の堅調な
伸びと相まって、税収の拡大を促し
た。また、裏付けとなる現金収支に
比べると、構造的財政収支が改善さ
れていなかったが、各政府は所得税
率の引き下げを実施する余裕がある
と考えた5。

このように公共部門のバランス
シートが健全であったため、連邦政
府は、過度の信用リスクにさらされ
ることなく、裁量的刺激策によって
GFCに柔軟に対応することができた
のである。現在も連邦の財政力は依
然として強く、国の財政に対する信
頼性が高いことは、その信用格付け
がAAAを維持していることからも明
らかである6。

生産性への注力強化を
促す要因
オーストラリア政府は、「短期

的に大幅な削減を実施すると、就
業率および成長率に多大な影響を与
える」と述べており、財政再建をさ
ほど急いではいない7。これは、そ
の財政状態が他の先進諸国の羨望
の的であり、他の経済協力開発機構
（OECD）諸国に比べると赤字額が
少ないことを考えると、賢明である
といえる8。

しかし、GFC以降、どの国の政府
も厳しい状況に直面しており、他の
OECD諸国と比較すると赤字が少な
いとはいえ、以下のような理由か
ら、黒字の回復が予想よりも困難で
あることが判明しつつある。
• オーストラリア連邦内の各政府
では、いずれも収入が低下して	
いる。

• 未解明の経費増加額（前年同期比
6％から8％）に対処する必要が	
ある9。

GFCの影響から、また全般的な財
政環境が緊縮に向かう中で、議論の
大部分を経費節減が占めるととも
に、生産性が注目されつつある。短
期的には、厳格な財政規律により、
財政黒字を達成する必要がある。例
えば、支出の伸びが2008年度以前
の数字に戻った場合、さらに670億
米ドルの経費負担が生じることにな	
る10。その意味で、財源が確保され
ていないプログラムを実施するに
は、まず部門全体で生産性向上に取
り組むことが必要となる。

	

	
	

5.	 議会予算局。2013年。Estimates	of	the	structural	budget	balance	of	the	Australian	Government:	2001-02	to	2016-17（「オーストラリア政府の構造的財政収支見積もり2001/2002
～2016/2017年」）。オーストラリア議会（キャンベラ）。

6.	 Parkinson,	M.	2012.	 ‘Challenges	and	opportunities	for	the	Australian	Economy’（「オーストラリア経済の課題と機会」）。2012年10月5日、John	Curtin	Institute	of	Public	Policy	
（パース）のブレックファスト・フォーラムにおけるスピーチ。

7.	 オーストラリア政府、2013/2014年予算。	http://www.budget.gov.au/2013-14/content/bp1/html/bp1_bst1.htm
8.	 http://www.budget.gov.au/2013-14/content/economic_statement/download/2013_EconomicStatement.pdf
9.	 PwCは2013年に「Protecting	prosperity:	Why	we	need	to	talk	about	tax（将来にわたる繁栄を維持するために—税務について語る必要性の理由）」においてオーストラリア政府が抱え
る将来の財政的課題について説明し、予想している。同文書は以下のリンクから入手可能。

10.	 2004年度から2008年度の5年間にわたる複合年間成長率（CAGR）6.8％に基づく。出典：www.budget.gov.au
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継続する構造的課題
「構造的」財政収支の見地か

ら考えると、財政赤字に対する懸
念も高まる。構造的財政収支は、
主要な循環的要因および一時的要
因を調整したもので、国のバラン
スシートの健全性や債務持続性に
関する指標となる。最近の報告で
は、オーストラリアの債務水準の
高さの原因は、循環的要因よりも

むしろ構造的要因にあり、現在や
過去の政府による減税（個人所得
税、燃料消費税）措置および歳出
水準の上昇を反映したものであ
る、と指摘されている。議会予算
局の推計によれば、オーストラリ
アは2011年から2012年の間に約
3.25％から4.25％の構造的赤字体
質に移行した11。

政府の構造的支出削減策には、
実際的な支出伸び率の抑制や、
税収の自然な回復などが含まれ
る。前述したとおり、こうした施

策は、時間をかけて着実に構造的
収支を改善するよう調整されてい
る。このため、支出削減案があっ
ても、2016年から2017年のGDP
は約0.25％から1.5％にとどまると
予想されている。これにより、公
共部門の生産性に集中し、財政措
置プログラムの資金源を確保する
ことが容易になる。

Conclusions

結論
公共部門の生産性について議論するに当たっては、まず収入と支出から始めるのが適切である。

しかし間もなく、公共部門と民間部門では生産性に対するアプローチの仕方が異なることに気付く。	
例えば、
• 課税、使用料、手数料および料金などによる所得としての収入（revenue）は、純粋にマクロ経済
的観点から公共部門の生産性に関連があるだけである。

• サービスを提供する際に発生する費用である経費は、活動ごとに投入するインプット（資源）が各
構成要素に振り分けられるときにのみ意味のあるものとなる。通常、公共部門では、構成要素への
振り分けは（行うべきだが）行われていない。

従って、予算面での取り組みは、重要ではあっても公共部門の生産性を向上させる唯一の手段では
ない。このことにもかかわらず、厳しい財政環境を考えると、財源が確保されていないプログラムの
実施については、どれに資金を提供し、どれを実施または中止するかの取捨選択を経て行われるべき
である。PwCは、こうした選択を行うための枠組みを政府に提供する、生産性に基づいた経費査定ア
プローチを開発した。

4.	 議会予算局。2013年。Estimates	 of	 the	 structural	 budget	 balance	 of	 the	 Australian	 Government:	 2001-02	 to	 2016-17（「オーストラリア政府の構造的財政収支見積もり2001/2002
～2016/2017年」）。オーストラリア議会（キャンベラ）。
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現在の生産性プログラム
の完成
政府は、組織のレベルにおい
て、行政サービスのコスト基
盤を縮小するべく、野心的か
つ多くの場合は痛みを伴う措
置を講じてきた。

こうしたアプローチの利点
は、必ずしも証明されている
わけではない。

結論として、持続可能な変化
を生み出すには、より戦略的
なアプローチを採用する必要
があるといえる。

オーストラリアの公共部門で過去
に実施された生産性向上プログラム
では、戦略的な生産性プログラムを
採用するよりも、財政コストを直接
削減する傾向が見られた。この傾向
は、公共部門全体の生産性のアウト
プット向上に向けた多くの試みを阻
止し、持続可能なコスト削減機会を
特定する上で障害となってきた。

このアプローチを採用する基礎と
なる理論的根拠は、政府がどの方向
に向けて努力すべきかについて、取
捨選択を行うために利用できるよう
なサービス提供に関するパフォーマ
ンスデータが不足している、という
ものである。

ただし、このアプローチには顕著
な例外がある。それは、臨床サービス
の提供に効果的な価格を設定するた
め、医療分野における企画や重要な改
革を実現させるためのパフォーマンス
指標群に基づいた、永続的シェアード	
サービス改革プログラムである。

従来の「生産性」に関
する取り組みの有効性
上記の考察はこれまでの努力を

批判することを意図したものではな
く、単にコスト削減や「金銭的な効
率性の追求」のための取り組みで
は、目標がすぐに達成されること、
またサービス提供の成果に影響を与
える場合が多いということを指摘す
るものである。次ページの表で、こ
うした取り組みの利点と限界を示	
した。
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表1：費用対効果を追求した影響

施策 利点 限界
「 新 規 雇 用 ゼ ロ 」 政
策。辞職による欠員を
補充しない。

短期的には労働力のコスト基盤が安定化
される。

利用可能な資源がある活動を優先させる
よう組織にメッセージを送ることがで 
きる。

通常は全く方向性がないため、その職務によって実施される活動が 
「戦略に沿って」いるか否かにかかわらず、組織全体にわたって能力
格差が生じる。

継続的にこのアプローチを採用することにより、本来の意図とはかけ
離れた組織構造（ある職階の人数または職階そのものの数が多すぎ
る・少なすぎる、主要な職務に対する監督が適切でない、管理職の数
が多すぎる、など）をもたらす可能性がある。

全省庁で「効率化によ
る配当」制度を適用。

同じ活動に対する財源が前年よりも増え
るのではないかという期待を改め、活動
のあり方を継続的に改善しようとする思
考が身につく。

上級意思決定者が柔軟に予算を使うことができなくなり、各省庁の経
費管理権が財務省や財政省の職員に移るため最高財務責任者の役割が
縮小する。

組織内業務の改善に投資する能力が弱まることによって、組織の「緩
慢な死」やサービスの質の低下につながる。

事務部門としてシェアー
ド・サービス・センター
を設立。

省内の非中核的サービスのコストを段階
的に変化させるような投資が可能。

その省にとって許容可能な収益率を達成するにはどの程度の規模が必
要なのかを考慮せずに設立される場合が多い。

新たなシェアードサービスを設計し、導入するために必要な経費に関
する仮説に誤りがあり、その誤った仮説に基づいて企画書が作成され
る場合が多い。

通常、その省が実際に何をするのかをほとんど考慮せずに調査が行わ
れるため、サービスの分類が不十分であったり、同じようなサービス
を重複して提供したりする場合がある。

政 府 提 供 の サ ー ビ ス
を 単 独 の 民 間 業 者 に 
委託。

業務コストが損益計算書の「給料・賃
金」欄から「売上原価」欄に移ることに
よって、より効率性の高いビジネスに見
える。コストも削減できる。

内部で経費を節減しなくても業者に委託
することによって生産性が向上すること
を実証。

サービスの調達方法について商業的な発
想が生まれ、改革が促される可能性が 
ある。

内在する市場の失敗が独占に変化する可能性がある。独占的なサービ
ス提供業者の存在によって参入障壁が高くなり、より多くの参加者に
よって市場が活性化される機会は確実に制限される。

真のアウトソーシングを通じて内部変革を達成するのではなく、単な
るコストの移転に終わるリスクが生じる。

政府に商品やサービス
を納入する業者に厳格
なコンプライアンス要
件を課す。

調達プロセスを通じ、期待される水準を
明確にすることにより、市場に公平な競
争の場を提供する。

市場の緊張感ある競争状態から隔絶される。

違うやり方をすれば利益が得られるときに、物的サービスの供給業者
を入札で選び、改革の機会を失う。

リスクを回避するカルチャーが生まれ、調達プロセスにおけるリスク
が減少するよりもむしろ増加する。

結論
こうしたアプローチは、過去に採

用されはしたものの、それを実行す
る上で必要な戦略性や持続性が欠け
ていた。財政コストの削減は、生産
性を向上させる一面はあるのだが、
反対の要因となる傾向がある。これ
らのアプローチを同時に実施するこ
とによって、効果が増幅されること
になる。
1.	この種のアプローチを採用する
ことにより、正しい時期に能力格
差が解消されず、組織が蓄積した
経験や知識が退化してしまう。そ
の結果、請負業者を雇えば経験不
足を埋め合わせることができるだ

ろうと考えて「甘い査定」が行わ
れることになる。しかし、請負業
者は、中長期的なスタンスで対処
すべき政策課題についても、短期
的な見通ししか持ちあわせていな
い。

2.	この種のアプローチは、裁量的で
付加価値を生まない活動の排除を
目的としていない。むしろ、事業
体を「サラミスライスする（一定
の単位で小さく切り刻む）」こと
により、低職階者が行うような職
務を中から上級管理職が行う事態
をもたらす。

3.	延々と続くコスト削減要求に耐
えなければならず、予算プロセス
がサバイバルゲームの様相を呈す

るようになる。こうした「逃げる
か、戦うか」といった状況は、政
府中枢部局と実務担当省庁との間
に闘争的な関係を生み出す。ある
いは、より充実した安定的な雇用
機会を求めて有能な人材が職場を
去るため、離職率が高くなる。

確かに、従来のコスト削減法で
は、政府が現在抱える財政的課題に
対処することはできない。

持続可能な生産性の向上を実現す
るためには、代替的な行政サービス
提供法を検討する必要がある。



公共部門の生産性向上のための新たなアプローチ 11

行動の機会
公共部門における生産性の課題を

解決するには、次の三つの重点分野
に取り組む必要がある。
• 優先順位付け	– 公共部門における

責任、機能および活動の多様性に
対応する、集団的な生産性向上ア
プローチの開発。

• 測定	– 民間部門で普及している 
「株主還元」指標の代替として、
生産性の水準を判断する公共部門
独自の指標を作成する。

• 整合化	–	改革と改革による生産性
の向上のための構想や戦略を、実
際に望ましい成果を得られるよう
な実施計画に移し替える。

これらはいずれも現代の公共サー
ビスが取り組まねばならない重点分
野である。サービスの提供を優先し
つつ、公共機関を通じてパフォーマ
ンス整合化の考え方を推進すること
から始めなければならない。

優先順位付け
公共部門の生産性を向上させ
る戦略的アプローチとは、公
共部門に存在するさまざまな
業務全体にわたって使用する
ことができる、標準化され、
しかも反復可能なアプローチ
でなければならない。
公共部門に生産性という用語が

あてはまらないわけではない。しか
し、生産性に対するアプローチを変
える必要がある。生産性は単なるコ
スト削減ではない。それはある活動
の効率性と有効性を向上させること
であり、特定の活動を廃止すること
によって、より社会的価値のある用
途に資源を使うことである。

図1は、公共部門の生産性につい
て考えるための新しくてより広範な
アプローチを提供するフレームワー
クである。これは、次のような基本
的な質問を中心として、公的業務に
適用可能な戦略的観点として機能す
るよう意図されたものである。
1.	なぜこれらのサービスを委託する
のか。

2.	誰がこれらのサービスを提供すべ
きか。

3.	どうすればこれらのサービスをよ
りよく提供できるか。

図1：政府のプログラム・サービス・優先度を評価するためのフレームワーク

1
なぜこれらのサービスを

委託するのか

2
誰がこれらのサービスを

提供すべきか

3
どうすればこれらの

サービスを
よりよく提供できるか

補足としてどのような質問を検討すべきか

• 政府はどのような公約や政策上のコミットメントをしているか。
• 授権法の有効期間はどのくらいか。
• 今後、政策はどのような方向に向かうと予想されるか。
• 連邦または州が優先するものは何か。
• サービスは、市民の信頼性と合法性にどの程度依存しているか。

経済的整合性
競争市場にはどのような種類が
あるかについて経済的視点を

提供する

• 市場の種類にはどのようなものがあるか。（萌芽期の、
確立された、独占的、または破綻した市場など）

• 政府外で提供できる、または提供すべき機能は何か。
• NGOや民間部門には能力や余力があるか。
• サービスの資金調達モデルはどのようなものか。（税収で
財源を確保、または手数料や料金でコストを回収、など）

生産的整合性
目標に対する整合性を維持しな
がら、単位原価を最小化する
ために政府が実施しなければ
ならない戦略を決定する

• 成果を出すためにどのような活動が評価できるか？
• 成果（物）を提供するためにどの程度の努力が必要か。
• 付加価値の低い活動を実施するためにどの程度のコストが
かかるか。

この質問に答えることに
よって何を達成できるか

戦略的整合性
政府の政治的使命とサービスの
提供に共通する部分を示す
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12.	Mark	H.	Moore,	Creating	Public	Value	Strategic	Management	in	Government,	Harvard	University	Press	
(1995)

一般会計の金額が大きいセクターの官庁では、
フロント、ミドル、バックオフィスの効率化をさら
に推進しようとする傾向が顕著であるが、そのため
にはその官庁のアウトプットを戦略的な視野から検
討する必要がある。これは多くの政府機関にとって
課題である。なぜなら、従来は幹部がインプットの
視点（例えば給与、一時的な労働力、占有、財と	
サービスなど）だけを基準として、組織の支出を管
理してきたからである。予算プロセスも煩雑であ
り、ほとんどの場合は前年度の歳出実績に増加分を
加算することによって次年度の予算を策定すると
いう還元的プロセスになっている。政府の「中核
的」事業について支出分析が行われることはまれで	
ある。

私たちは、実際に提供されたサービス、プログ
ラム、ならびにアウトプットおよびそれらに関連す
る支出を見極めるため、数多くの英国およびオース
トラリアの政府機関と共同作業を行ってきた。アウ
トプットの期首「棚卸表」が作成され、プログラム
のヒエラルキーが定義されると、その官庁は各プロ
グラムを戦略的に評価することができるようにな
る。ここで生じる代表的な疑問点は次のようなもの
である。

• プログラム、サービスまたはアウトプットは、
現時点で政府の政策と整合しているか。

• 重複する（似たような成果の達成を意図した）
プログラムはないか。

• プログラムが意図した成果を達成しているとい
う証拠はあるか。

これらの情報は、最終的に幹部、閣僚、そして
もちろん一般の人々に対して、税金の使途を明らか
にするとともに、民間部門の方が良いサービスを提
供できるという主張を検証するためのベンチマーク
となるデータを提供する。

またこれは、中央省庁（財務省、財政省、首
相、内閣）が「成果」の目線に沿って長期的な予
算編成を行うこと、ひいては二つの目標、すなわち
それが必要とされるところに支出を振り分け、必要
でなくなったところの支出を削減することを可能に	
する。

政府による介入（または不介入）の理由につい
ては、分析能力の向上により、以前よりもはるかに
明確にその性質、規模、および範囲を特定できるよ
うになった。

プログラムベースの予算編成と報告

これらの質問に答えることによ
り、政府は、その業務に最も適した
公共または民間部門のサービス提供
業者を使って、どのサービスを優
先し、いかにしてその提供を優先さ
せるかを決定することができる。本
質的に、政府はマルチセクター産業
である。この課題に対応するため、
フレームワークは意図的に非断定的
なものとなっており、従って政策決
定、規制業務およびサービス提供業
務など、さまざまなシナリオにおい
て適用が可能である。

全体としてこのフレームワーク
は、生産性を向上させる上で意思決
定者が選択することのできるオプ	
ションについて理解するためのエン
トリーポイントとなるよう設計され

ている。このフレームワークからさ
まざまな活動が生じ、その一つ一つ
に対して次の質問が行われる。

1.「なぜこれらのサービスを
委託するのか」
この質問の意図は、特定のサー

ビスを政府が提供する理由につい
て、その正当性を追求することによ
り、戦略的整合性を確立することに	
ある。

実際、この質問は、民間部門であ
れば回答が求められる、株主価値に
関する質問に相当するものである。
そのため、公共価値論に明記されて
いる「政府活動の範囲」の三つの側
面を利用している12。

• 正当性	–	政府には行動する権限が
あるか。

• 公共の価値	–	政府はなぜ、また誰
を代行して行動すべきか。	

• 能力	–	政府には行動する能力があ
るか。

プログラムを実行し、サービスを
提供する理由が理解されると、合意
された一連の事実に基づいて、何を
優先し、維持し、または縮小すべき
かがわかるようになる。
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PwCは、サービスを改善し、公務員年金の管理
に掛かるコストを削減するため、英国内閣府と共同
で作業した。この作業では、誰が公務員年金を提供
するべきかという基本的な問題が問われた。業務
は、10の事業部門に分かれて行われており、250
名が従事していた。財政的圧力と新政府の発足のた
め、IT調達資金が不足していた。より革新的なアプ
ローチが必要だった。

この問題は、公共部門の年金を管理する前衛的な
共同合弁会社、MyCSP	 Ltdを設立することによって
解決された。政府、民間部門のパートナー、そして
従業員給付信託が共同で所有する、新たな事業体で
ある。

新しい事業体は、18カ月間にわたる開発プログラ
ムの後、2012年に設立された。開発プログラムの
間、PwCは、商業モデルの設計（供給契約を政府に
戻す交渉を含む）および調達プロセスを主導した。
調達プロセスでは、民間部門のパートナーが選定さ
れた。

調達プロセスの管理により、民間部門との協働を
通じた起業家的成長が可能になった。重要なのは、
同プロセスは民間部門の能力を活用して構築され、
民間部門による提供を可能にするものではあった
が、最終的な責任と権限は依然として政府にあると
いう点である。この合弁会社では、公共部門におけ
る高い生産性を確保するためのインセンティブが継
続的に提供されている。

サービスの提供を改善する新たなビジネスモデル構築に向け、
民間部門と協力

2.「誰がこれらのサービスを
提供すべきか」
公共部門は、長きにわたり、民

間部門と協力してサービスを提供し
てきた実績がある。この質問の目的
は、プログラムまたはサービスを
市場化テストの対象とすべきかどう
か、また市場が存在するかどうかに
ついて、経済的整合性を確立するこ
とにある。政府は、民間および非営
利組織のサービス提供者と協力する
ことによって生産性を向上させる機
会がある場合に、あえて公共部門内
でプログラムやサービスを提供する
責任（説明責任ではなく）を負い続
ける理由について、戦略的評価を行
うべきである。

この質問では、結果的に強制競
争入札、金銭的な効率性を追求する
ベストバリュー制度、アウトソーシ
ングをもたらした、低付加価値業務	
（例えば給与計算）や、サービス提
供の中でも共有化が容易でリスクの
低い部分（例えば、病院用のリネン
類など）を主な焦点とした、観念的
要因や財務上の要因から離れること
が必要である。

また、次の四つのテーマを考慮す
ると、公共部門はますます民間部門
との契約の拡大を検討せざるを得な
い状況になりつつある。

1.	サービスを委託することによって
固定費を変動費に変えれば、単位
原価を削減できる。――外部との
提携は、サービス提供のための資
源を所有する代わりに外部に委託
することによって、人と資産の面
で固定費を変動費に変換する機会
を与えてくれる。さらに、競争市
場が成立する場合に、スケールメ
リットによって単位原価を削減で
きる可能性があるときは、アウト
ソーシングが強く推奨される。

2.	それに最も適した業者がサービ
スを提供することによって、本来
的な優位性を獲得することができ
る。――サービスに対する需要の
増加に伴い、人材が制限された環
境で、ますます複雑化するサービ
スを提供する事業体として、公共
部門が最も適しているとは限らな
い。複雑でリスクの高い環境にお
いて、優れたサービスを提供でき
る場合、民間部門はこうしたサー
ビスを提供する上で本来的に優位
な立場にあるといえるが、こうし
た優位性は今日まで適切に活用さ
れてこなかった。

3.	取引相手との雇用契約によって
サービスの提供が管理しやすくな
る。――公共部門におけるサービ
ス提供部門の部門長の間には、適
切なリスクおよび統制環境におい
てプログラムまたはサービスを提

供するために「取引相手」を雇う
ことにより、サービス提供成果の
管理が容易になるという認識が生
まれるだろう。

4.	成果ベースのインセンティブは、
民間部門と公共部門間の関係を通
じて奨励されてきた。――こうし
た変化の好例として、結果に基づ
く委託と支払い方式の出現ととも
に、民間部門における公共部門と
の契約締結に係る能力は、政府側
職員と同様に円熟味を増してきて
いる。

一方、政府内で機能を保持する
正当な理由もある（例えば、そのア
プローチは、政府によるサービス提
供の重要性を評価するために重要で	
あって、その重要度は民間部門に	
サービスを委託するのと同程度であ
るなど）。

これらの要因が一体となって、	
サービス提供に対する「競争可能
性」アプローチの適用を推進してい
る。このため、公共サービスの提供
においては民間の営利・非営利組織
が一体視されるようになったのと同
様に、公共と民間を区別する古典的
なサービス提供モデルの定義は曖昧
になりつつある。このように、従来
の境界線が不明瞭化した例を次の	
ページに示した。
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3.「どうすればこれらのサー
ビス品質を上げられるか」
公共部門によって維持され、実施

されている活動については、可能な
限り効率的かつ効果的に管理される
ことが望ましい。

生産的整合性の確立を追求するこ
とによって、政策の成果達成に必要
な労力とコストに関するデータと情
報との間の継続的ギャップを解消す
る機会が生まれる。

このようなLEANやシックスシ
グマなどの効果的な手法に基づい
た、協調的で十分に構造化されたパ	
フォーマンス改善プログラムは、行
政を支える中核的業務プロセスを体
系化し、次に解体する手段を提供す

る。こうしたプロセスは、活動レベ
ルで分析することにより、サービス
提供に対する各インプットの寄与度
を高めることができる。

他の産業の組織では、これらの
方法によって、はるかに厳格なコス
トベース管理を実施し、標準化され
た反復可能な活動を実施することが
可能になったのである。公共部門で
は、プロセス改善の考え方がますま
す一般的になってきており、特に医
療や輸送といったインプットとアウ
トプットの測定がより容易な分野で
は、それが顕著である。しかし、助
成金の管理、規制とコンプライアン
ス、報告などの一般的な活動に同様
のプロセスを適用する余地は、まだ
大いに残されている。

効率化の推進も価値ある成果だ
が、生産的整合性の推進にはさらに
二つの利点がある。
• 活動またはプロセスを機能的に分
解し、変換することにより、その
価値が明らかになってから元に戻
し、市場化テストを実施すること
が可能になる。

• プロセスの改善がもはや経済的
に継続不能なポイントに達したと
き、公共部門は、生産性のさらな
る段階的変化のための革新的な代
替案を導入する、という選択肢を
模索することが可能になる。

デジタルベースのサービス提供に対する要求が高
まるにつれ、サービスの提供について再考する必要
性が拡大しつつある。ニュー・サウス・ウェールズ
州交通局（Transport	 for	 NSW:	 TfNSW）は、顧客
の需要に直接対応する試みとして、最も優れた開発
業者を特定し、リアルタイムのバスアプリケーショ	
ンを開発するため、当法人のDigital	 Changeチーム
と共同で作業を行った。利用可能なデータを最大
限に活用して、アプリケーションの早急な開発を促
すため、TfNSWは「App	 Hot	 House」イベントを
開催し、当法人のDigital	 Changeチームがその司会
進行を務めた。このコンテストは、オーストラリア
でも屈指のデジタル知識人を集めて最終的に5名を
選出し、彼らのアプリケーションを実際に開発し
て、TfNSWの顧客に利用してもらおうという試みで
あった。

イベントは二日間にわたり開催され、その間App	
Hot	 Houseの各参加チームは、リアルタイムのバス
情報を配信するGTFSおよびAPIフィードを使って作
業した。各チームに与えられた課題は、携帯電話向
けの消費者製品のプロトタイプを作成し、TfNSW、
業界の専門家、およびPwCのDigital	Changeチームを
含む審査員らに、そのプロトタイプをアピールする
ことであった。

この課題において重要なのは、彼らのビジネス
モデルがいかに顧客の旅行体験を向上させるかを示
し、提案したアイデアを実行する能力を実証するこ
とであった。優勝チームが獲得した賞品は、次のよ
うなものである。:
• リアルタイム情報に最初にアクセスする権利
• TfNSWのステークホルダーと協力する機会
• アプリのプロモーションをTfNSWがサポート
TfNSWは、このプロセスを通じて、今現在顧客が

感じている不便さの顕在化を促し、これを解消する
ための新しい作業スタイル、すなわち「オープンイ
ノベーション」を導入したことになる。オープンイ
ノベーションというアプローチでは、幹部は、良い
アイデアは組織内でトップダウンによって生まれる
だけでなく、ボトムアップによっても生まれ、さら
には組織の外部（顧客その他のステークホルダーな
ど）からももたらされることを理解することを求め
られる。

PwCは、コンテストの構造・プロセス・コミュニ
ケーションを通じて、全ての参加者の間に協働のカ
ルチャーが創造されるよう、措置を講じた。オープ
ンで明確なコミュニケーションチャネルの設計が重
要であったため、私たちはイベントの両日にわたり
積極的に進行役を務めた。この経験を通じて、協働
には全てのステークホルダーの姿勢が重要であるこ
とが明らかとなった。TfNSWと開発者との間の率直
な交渉は、関係を最大限に活用するためには、各当
事者が「手に手を取って」作業すればよいことが判
明した。

審査委員会によって五つの受賞チームが選ば
れた。そのうち3チーム（TripView、TripGoおよ	
びArrivo	 Sydney）は製品の商品化を果たした。こ
のアプリのリアルタイムデータは、約8,200カ所の
バス停、1,900台以上のバス、そしてシドニー・バ
ス・ネットワーク全体の約1,200路線を網羅してい
る。Gladys	Berejiklian運輸相は、「リアルタイム
情報の保有は、公共交通機関にとって一つの『ゲー
ムチェンジャー』である」とコメントした。プレス
リリースの中で、同相は「乗客はリアルタイムの公
共交通機関情報を求めていたし、ニュー・サウス・	
ウェールズ州政府はそれを提供する計画がある。リ
リースされた三つのアプリはその手始めにすぎな
い」と述べた。

政府の課題に対応するためのオープンイノベーションの活用	
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4.三つの質問を統合する
提案されたフレームワークは、

次のような基本的な質問を中心とし
て、公的業務に適用可能な戦略的観
点として機能するよう意図されたも
のである。
1.	なぜこれらのサービスを委託する
のか。

2.	誰がこれらのサービスを提供すべ
きか。

3.	どうすればこれらのサービス品質
を高められるか。

下記の図では、これらの質問をそ
れぞれ検討している

これらの質問は、サービスの供給
と需要についてであれ、付加価値活
動への集中という観点からであれ、
公共部門の生産性に対処する方法を

提供する。このアプローチの実施
は、公共サービスの提供における効
率性と有効性を向上させるための標
準化された方法である。

この生産性フレームワークを適用
することにより、価値を向上させ、
コストを削減する機会を特定するこ
とができる。私たちは、連邦レベル
および州レベルで、また国際的にも
オーストラリア政府と協力し、私た
ちの経験から得られた公共部門の生
産性向上のための五つの目標領域を
特定した。
1.	経済的に正当性のないプログラム
および政府が表明した優先順位と
整合性のないプログラムを中止	
する。

2.	民間および非営利部門と共同でプ
ログラム提供のための新たなビジ
ネスモデルを開発する。

3.	官僚的形式主義をやめ、非効率性
を軽減するため、内部業務を改革
する。

4.	業界規模でITとシェアードサービ
スのプラットホームを統合し、外
部委託する。

5.	契約およびパフォーマンスに基づ
いたインセンティブを適用するこ
とにより、職員の生産性向上を推
進する。

これらの機会は、それぞれ下記の
図のフレームワークにマッピングさ
れている。

図2：政府のプログラムおよびサービスの評価と優先順位付けのためのフレームワーク

1
なぜこれらのサービスを

委託するのか

2
誰がこれらのサービスを

提供すべきか

3
どうすればこれらのサービスの

品質を高められるか

このプログラム／サービスは、
私の優先事項と整合的で

あるか
 それは競合可能か

はい

はい はい

撤退／
移行計画を

実施

根拠を
再評価し、
協議する

いいえ いいえわからない

成熟市場に
投入

向上プログラム
を再編・実施

さらに効率化することは
できるか

いいえ

新興市場を
刺激

今はまだ

コストを
安定化し、改革の

選択肢を検討

2. 民間および非営利部門と共同で
プログラム提供のための新たな
ビジネスモデルを開発

1. 政府が表明した優先順位と整合性
のないプログラムを中止

4. 業界規模でITとシェアードサー
ビスのプラットホームを統合・
外部委託

3. 官僚的形式主義をやめ、非効率性
を軽減するため、内部業務を改革

5. 契約およびパフォーマンスに基づ
いたインセンティブを適用し、従
業員の生産性向上を推進
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これらの機会にはそれぞれ独自の
コスト削減プロファイルがある。以
下の説明図は、全体的なコスト削減
可能性および利益を実現するために
かかる時間に基づいて、これらの機
会に優先順位を付けるための最適モ
デルを示したものである。またこの
図は、公共部門がこれまで採用して

きた費用対効果を追求した取り組み
によって一般的に達成可能な利益額
との比較も示している。プログラム
を再編し、新たなビジネスモデルを
採用することが、最大のコスト削減
をもたらす。しかし、政府が維持す
ることを決定したプログラムやサー
ビスについては、組織内の官僚的形

式主義の排除、バックオフィス業務
の外部委託、および職員へのインセ
ンティブ付与によって、継続的に利
益を獲得することができる。

図3：体系的な生産性向上アプローチの採用によって実現するコスト削減可能性

 戦略的に整合性のある生産性プログラム
従来の費用対効果を追求した取り組み

3. 組織内の官僚的形式主義の排除

達成に必要な時間（1年～5年）

4. 先進的アウトソーシング

5. 職員へのインセンティブ

2. 新規ビジネスモデル

コ
ス
ト
削
減
可
能
性

1. プログラム再編
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測定
生産性の測定は、政府によっ
て生み出されアウトプットを
具体化する、合意された共通
の定義や指標がないため、公
共部門における永続的課題と
なっている。

これは当然の懸念ではある
が、測定の枠組みの開発が	
「キャッチアップする（追いつ
く）」までは、他のアプローチ
を採用することもできる。
公共部門における生産性を測定す

る枠組みは、生産性の議論全体を進
める上で最大の障壁となっている。
測定が問題となるのは、それが生産
性に関する活動を進行する上で妨げ
となる面があり、最終的には業界全
体の障壁になる可能性があるためで
ある。生産性に対処するためには、
サービスを提供する政府の構造から
プロセス、活動、および機能レベル
に焦点を移さなければならない。

公共部門が生産性の測定について
より深く理解することによって得ら
れる利点は二つある。
1.	生産性を定量化するための枠組み
を開発することによって、戦略的
アプローチが活性化され、戦略の
実施において反復が強化される。

2.	有用な測定枠組みの導入に投資す
ることは、継続的な改善プログラ
ムの一環として長期的な利益が獲
得できる目標となる。

その意味で、生産性の測定は、プ
ログラムの効果的な提供に不可欠で
ある。

生産性の測定の落とし穴
公共部門には、生産性が何を意

味するのか、そしてそれをどのよう
に測定すべきかを定義する合意さ
れた根拠が存在しない。方法論、	
データ品質および状況に応じた改革
の有効性を示す証拠については、現
在議論が進行中であることは明らか
である。さらに、公共部門において
生産性の理解が進んでいないのは、
管轄区間で、また民間部門との間
で、サービス提供の一部の側面にお
ける相対的なパフォーマンスについ
てベンチマークを設定し、比較する
ことの複雑さによるものである。こ
れらは、OECDのレベルまでエスカ
レートしている議論である。

例えば、公共部門の生産性の測
定が難しいのは、公共サービスのア
ウトプットには価格がないか、集合
的に消費されたか、または成果が通
常の報告期間にまたがることが多い
ため、インプットと成果の一致の原
則が満たされないためである。この
ように、労働力のインプット、価格
のないアウトプットおよび定量化が
不能な成果との間に関連性を見いだ
すのは非常に困難である。さらに問
題なのは、公共部門が提供し、社会
的に評価されているアウトプットや
品質改善の全てを測定することであ
る。このため、比較可能かつ制御可
能な時間枠の中でアウトプットと成
果を総合的に測定できない限り、生
産性統計は誤ったものになる恐れが
ある。
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図4：生産性と効率性の指標および公共部門のアウトプットと成果との関係を理解する

政策目的と
政府戦略

インプット
（労働力、財と
サービス、
資本コスト）

プログラム
または
サービス

アウトプット
（活動量）

成果
（達成された
政策目標）

省庁またはサービス提供業者 有効性評価KPI

生産性測定KPI

オーストラリアでは、生産性指標
の開発は早くから行われてきた。例
えば、タスマニア州会計監査員長官
は、2010年に次のように結論づけ
ている。「この10年間で、活動レベ
ルによるサービスの提供量が、公務
員数（コストではないが）の伸びを
上回った。これは、同期間に生産性
の単位当たりの価値が向上したこと
を意味する」サービスに対する効率
価格の設定を含め、近年の国民医療
制度改革は、臨床現場における生産
性の測定という点で進歩している。
しかし、ニュー・サウス・ウェール
ズ州公共サービス委員長は、最近の
報告書で次のように述べ、課題を
強化している。「（生産性の）重要
性にもかかわらず、公共部門の生産
性を表す総合的な指標はほとんどな
く、厳密な分析が行われることもま
れである」

	

これらの課題を考えると、特に次
の分野に関して、さらに研究が必要
だと思われる。
• 生産性の定義と測定（特に公共部
門のアウトプットの測定と直接的
な生産性の向上の判定に関する部
分）。

• 公共部門全体にわたり、生産性の
内的・外的な要因を特定する。

• 既存のデータソースの改善と、新
しいデータの作成とのバランスを
理解することにより、生産性指標
について情報を提供するための実
用的なデータを構築する。

• 効果的な導入のための経済的・組
織的要件、または管理上その他の
要件を特定する。

結局、インプットとアウトプッ
トの測定は公共部門を横断するとい
う意味で、指標に関する議論は、政
府とは何かについて考察することで

あり、また恐らくは挑戦すべき課題
である。さらに言えば、それによっ
て、公共部門は単一の事業体ではな
いこと、またこの領域で何か前進が
あるとすれば、構造的にではなく、
プロセス、アクティビティおよび機
能レベルで政府の事業を解剖するこ
とによって達成されるということ
が、すぐに明らかになるだろう。
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整合化
公共部門において、政策と戦略を

首尾よく実施するには、優先事項と
リスクを定義し、それについて合意
した上で、パフォーマンスドライバー
（目標達成の原動力）、指導力、そ
して行動との整合化を図ることが必
要である。

政府の政策と戦略が目指すものと
そのパフォーマンスとの整合を図る
ことによって、生産性向上の機会が
創出される。

政策や戦略を実行にうつすこと
が難しいと考えている組織は多い。
これは、開発された政策や戦略を性
急に実行に移すためである場合が多
い。現在あるものを将来あるべきも
のに変えるために、実際に何が起き
ているのかを考える前に、実施のプ
ロセス、システム、構造などの側面
にあまりにも急速に焦点を移してし
まうためである。この点に関して、
「直線的」アプローチによって実行
すると、変更管理のソフト面が無視
されがちである。

「直線的」戦略実行アプロー
チから「反復的」アプローチ
への移行
公共部門の生産性について考え

る場合、強固な戦略がありながら、
実行の成果が十分でない、という	
テーマを避けて通ることはできな
い。「直線的」アプローチによる実
行の限界を示す事例は、オーストラ
リアでも海外でも多数見つけること
ができる。例えば、複数の管轄区に
わたってシェアードサービスを導入
しようという現在進行中の試み、行
政組織の再編、サービス提供の成果
を改善したい（多くの場合、改善に
は至らないが）という願望に基づい
た省庁改革、などが挙げられる。具
体的な例を挙げるまでもなく、その
失敗が広く知られた変革プログラム
は数多く存在する。

この経験を踏まえると、変革の
ための有形・無形の手段を考慮した
反復的アプローチを適用して政策や
戦略を策定・実施する方が、公共部
門の生産性を改善するためにはより

適切であるといえる。最適な形で戦
略を実行するには、多くの側面を考
慮しなければならないが、実行の失
敗は、リーダーシップモデルの失敗
に根ざしている場合がほとんどで	
ある。

実行における「ホワイトスペー
ス」をリーダーシップモデル
で解消する
リーダーシップモデルは、変革に

よる移行に積極的に対処するもので
あり、実行の重要な部分を占めてい
る。リーダーシップモデルは、戦略
と業務モデルとの間の空白を埋め、
フィードバックループを構築するこ
とによって組織が変化に迅速に対応
することを可能にする。リーダー	
シップモデルは、四つの視点から構
成されている。これらの視点は、組
織の戦略を具体的で実行可能なアク
ションプランとして展開するにはど
うしたらよいかについて検討するた
めのものである。
1.	実行を成功させる上で脅威となる
主要な戦略的リスクは、どのよう
に特定され、監視され、管理され
るか。

2.	戦略の実現に必要な、行動の重要
な変更。

3.	これらの要素は、統合され、組織
全体のパフォーマンスの向上を促
しているか。

各視点が他の視点を強化すること
により、反復的かつ動的なモデルと
なっている。このアプローチは、組
織が整合性について検討する際に焦
点を当てるべき領域を明確にするた
めの、シンプルだが強力な方法を提
供する。結局、リーダーシップモデ
ルに焦点を当てることにより、戦略
の実行や組織の戦略的可能性の実現
のための調整がより円滑に進むので
ある。

図5：70％の組織は、新戦略がもたらすはずだった変化による影響を実現できて
いない13

13.	Meta-analysis:	Beer	and	Nohria	(2000),	Cameron	&	Quinn	(1999),	Caldwell	(1994),	Goss,	Pascale	&	Athos	(1993),	Kotter	and	Heskett	
(1992)
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政府の政策と戦略が目指すものと、そのパフォーマンス
との整合を図ることによって、生産性向上の機会が創出
される

図6：パフォーマンスの整合化により反復的変革アプローチにリーダーシップモデルを導入

「業務モデル」

戦略的イニ
シアチブの
実現

通常の
業務管理

「ホワイトスペース」
戦略的意図と、幹部が日々戦略
実行するために業務上どうして
も必要としているものとのギャッ
プ。

ホワイトスペースが大きくなる
ほど、あらゆるレベルの管理職
が、全組織的な戦略的意図では
なく、独自の解釈や目標を配下
に伝える可能性が高くなる。

「全組織的戦略」
将来的な可能性の実現

「業務モデル」

「全組織的戦略」
将来的な可能性の実現

リーダーシップモデル

戦略的イニ
シアチブの
実現

組織のトップ
の焦点
（幹部チー
ムと直属の
部下）

上／中級
管理職の焦点
（GMなど）

焦点と
方向性の提示

明確性、
一体性、
整合性、
達成責任の
推進

業務の成果
をあげる

伝統的な見方：直線的 整合的見方：反復的

通常の
業務管理

視点4：
重要な行動

視点2：
パフォーマンス
ドライバー

視点1：
戦略的優先
事項と

トレードオフ

視点3:
戦略的
リスク



公共部門の生産性向上のための新たなアプローチ 21

リーダーシップモデ
ルの四つの視点を採
用する
戦略を効果的に実行するには、

戦略上の優先事項や戦略的リスク
を定義し、合意した上で、パフォー
マンスドライバー、リーダーシッ
プおよび行動の整合化を図ること
が基本となる。リーダーシップモ
デルは、各視点が他の視点を強化
する、反復的かつ動的なモデルと
なっている。このアプローチは、
組織が通常の業務の中で、そして
戦略的な変革イニシアチブを通じ
て、整合性について検討する際
に、焦点を当てるべき領域を明確
にするための、シンプルだが強力
な方法を提供する。
• 戦略的優先事項とトレードオフ	
–	新たな戦略を組織に導入する場
合、職員はその戦略が自分の役
割と日々の意思決定や行動にい
かに適用されるかを理解する必
要がある。戦略的優先事項は、
複雑な戦略全体をより小さな要
素に分解し、組織内のあらゆる
レベルにおける意思決定、行動
および責任の伝達を容易にする
ものである。戦略的な優先事項
は全て同じではない。――戦略
的優先事項の一部は、長期的に
影響を与えること、複雑である
こと、またはその他のパフォー
マンス目標を達成するために重
要であることなどから、他の優
先事項よりさらに優先される。	

明確に表現された戦略的優先事
項は、全体的戦略に固有の選択
またはトレードオフが存在する
ことを知らせる。全体的戦略に
含まれているものだけでなく、
除外されているものについて周
知することも同じく重要であ
る。中間管理職が、今後の世界
について明確なイメージを見た
り、感じたりすることができな
ければ、組織内で効果的に変革
を推進することは困難である。

• 戦略的優先事項に伴う戦略的リ
スクを評価する	 –	 戦略的リスク	
とは、定義された戦略とその実
行・実現に伴う上向きと下向き
の両方向の可能性を指す。これ
は、ほとんどの組織で検討され
る他のリスク（例えば、事業リ
スク、オペレーショナルリスク
など）とは異なる。この視点
は、戦略的なリスクや機会を特
定し、戦略的優先事項にまつわ
る不確実性とパフォーマンスに
貢献する潜在的能力について理
解をする手助けとなる。それに
よって、この視点は、リスクを
軽減または管理するためにどの
ようなアクションを取ることが
できるか、またどのような手段
を利用することができるかを明
確にする。

• 重要な行動を理解し、定義し、
有効化する 	–	戦略を効果的に
実行するため、組織は、全レベ
ルにおける重要な行動のうち、
突出した価値（この場合は生産
性の向上）を生み出している行

動とは何かを理解するよう求め
る。これらの行動は、組織が戦
略や優先事項を順調に実現して
いるか否かを示す先行指標とし
ても利用される。

• パフォーマンスドライバーの調整	
–	パフォーマンスの測定基準は、
単なる財務上の優先事項や短期
的優先事項だけでなく、戦略的
優先事項を反映したものでなけ
ればならない。予算や意欲的な
目標は、組織の戦略的リスク選
好度を考慮して設定する必要が
ある。報告の枠組みは、リスク
軽減活動を指導し、必要に応じ
て方向転換を促すため、切迫し
た戦略的リスクに関する情報を
提供する必要がある。チームレ
ベルおよび個人レベルにおいて
は、報酬とパフォーマンス管理
は、戦略的優先事項と重要な行
動を反映したものでなければな
らない。これに関連して、報酬
には給与とインセンティブだけ
ではなく、表彰、昇進、労働環
境、および発展の機会も含まれ
る。
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生産性の向上を推進す
るためのパフォーマン
ス整合化思考の採用
組織は、公共部門の業務環境の中

で成功するには、制御可能なものに
ついては他より優れた業績を上げ、
可能でないものについては他より優
れた対応をする必要がある。全ての
組織にとって、その強みに集中する
ことが、最善を尽くすことになる。
そのためには、改善の必要がある分
野を無視するという代償を支払わね
ばならない場合が多い。例えば、あ
る省庁が政策の策定に関して最も優
秀だったとしても、政策の実施につ
いても同じことが言えるだろうか。
本来、省庁は、制御可能な領域で

は、成功する自信を持っていなけれ
ばならないが、それだけではなく、
組織のパフォーマンスの制御不能な
側面についても予測し、対応するこ
とができなければならない。

さらに言うと、パフォーマンスの
整合化という考え方により、組織の
業務モデルに政策立案を確実に反映
させるためのプラットホームが構築
される。――これは、新たな戦略的
イニシアチブを実施するときも、通
常の業務を管理するときも同様であ
る。これを達成するプロセスは、従
来の実施プロセスに存在する「ホワ
イトスペース」を切り出すための手
段として、リーダーシップモデルの
視点を適用している。

組織内で成果を実現するこの方
法を採用するには、上層部が新しい

考え方や仕事のやり方を取り入れる
ことが必要である。現在、不均衡な
ガバナンス構造は、公共部門の一側
面となっている。そうしたガバナン
ス構造を採用することで、失策に備
えようとするモデルも存在するが、
パフォーマンスの整合化は、そこか
ら踏み出すための積極的な一歩で	
ある。

上級管理者は、組織内の人々とか
かわり、物事を機能させるために何
が必要であるかを問いかけることが
できる。生産性に関しても、パフォー
マンスの整合化は、効率性と有効性
を向上させ、それを長期にわたって
維持するための手段となる。
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図7：公的機関が生産性を向上させるには、制御可能なものについては他より優れた業績を上げ、可能でないものについ
ては他より優れた対応をする必要がある

制御可能な場合は
平均以上の業績： 
制御可能で予測され
たものについては
ベストポジションを
確保し競争優位性を
確立

制御不能な場合は他
を上回る対応を： 
制御不能で予測でき
ないものについては
他より効果的に対応
する能力を確立

有利な戦略の実現

戦略的イニシアチ
ブの実現

BAUの効果的管理

戦略や作戦を
明瞭化

指導層の能力を
向上させる

対応と改革を促す
インセンティブを
構築

短中期の
業績目標を達成

組織の適合性、
柔軟性、反応性の

強化

戦略

「ホワイトスペース」

「業務モデル」

戦略的
イニシア
チブ

「通常業務」

全レベルの変革
リーダーと以下
との整合化を図る。

• 目的と戦略
• 戦略的優先事項
とトレードオフ

• 重要な行動 
• パフォーマンス
ドライバー 

• 実行目標の
達成に係る
戦略的リスク

経時価値

成功するには、
リーダーが成果
実現を主導する
必要がある

…価値の向上を促す主要な
アクションに焦点を
合わせることによって。…

…しかし、戦略と業
務モデルとの間の「ホ
ワイトスペース」が
実行上の障害に…

...リーダーシップ
モデルが最適の
解決法
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